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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】長期間の繰り返し使用に対しても高耐久性を有し、かつ画像濃度低下、あるいは
画像ボケの発生による画像劣化を抑制し、さらに露光部電位の日内変動のみならず、Ｊｏ
ｂ内変動を抑制し、高画質画像が安定に得られる電子写真感光体を提供する。
【解決手段】導電性支持体上に感光層、及び架橋表面層を形成した電子写真感光体におい
て、架橋表面層は一般式（１）に示す化合物と架橋重合物とを含有する。

〔（１）式中、Ｒ１乃至Ｒ３は、各々独立して、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～
４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換基を有していてもよいフェニル基、ビ
フェニル基または縮合多環式炭化水素基を表し、Ｒ１乃至Ｒ３のうち少なくとも１つは炭
素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換
基を有していてもよい縮合多環式炭化水素基である。〕
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性支持体上に少なくとも感光層、及び架橋表面層を有してなり、該架橋表面層は少
なくとも一般式（１）に示す化合物と架橋重合物とを含有することを特徴とする電子写真
感光体。
【化１】

〔（１）式中、Ｒ１乃至Ｒ３は、各々独立して、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～
４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換基を有していてもよいフェニル基、ビ
フェニル基または縮合多環式炭化水素基を表し、Ｒ１乃至Ｒ３のうち少なくとも１つは炭
素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換
基を有していてもよい縮合多環式炭化水素基である。〕
【請求項２】
　前記架橋表面層は、光エネルギー照射によって硬化させた架橋膜であることを特徴とす
る請求項１に記載の電子写真感光体。
【請求項３】
　前記架橋表面層は、無機微粒子を含有していることを特徴とする請求項１または２に記
載の電子写真感光体。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の電子写真感光体を用いて、少なくとも帯電、画像露光
、現像、転写を繰り返し行なうことを特徴とする画像形成方法。
【請求項５】
　少なくとも電子写真感光体、帯電手段、露光手段、現像手段及び転写手段を具備し、該
電子写真感光体が請求項１～３のいずれかに記載の電子写真感光体であることを特徴とす
る画像形成装置。
【請求項６】
　請求項１～３のいずれかに記載の電子写真感光体と、帯電手段、現像手段、転写手段、
クリーニング手段および除電手段よりなる群から選ばれた少なくとも一つの手段とを有し
、画像形成装置本体に着脱可能であることを特徴とするプロセスカートリッジ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特定の電荷輸送物質を含有した架橋表面層を有する電子写真感光体、該電子
写真感光体を使用した電子写真方法、電子写真装置及びプロセスカートリッジに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真用感光体（以下「感光体」ということもある。）には、暗所で表面電荷を保持
する機能、光を受容して電荷を発生する機能、同じく光を受容して電荷を輸送する機能と
が必要であるが、一つの層でこれらの機能を併せ持ったいわゆる単層型感光体と、主とし
て電荷発生に寄与する層と暗所での表面電荷の保持と光受容時の電荷輸送に寄与する層と
に機能分離した層を積層したいわゆる機能分離積層型感光体とがある。
【０００３】
　これらの感光体を用いた電子写真法による画像形成には、例えばカールソン方式が適用
される。この方式での画像形成は、暗所での感光体へのコロナ放電による帯電、帯電され
た感光体表面上への原稿の文字や絵などの静電潜像の形成、形成された静電潜像のトナー
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による現像、現像されたトナー像の紙などの支持体への定着により行なわれ、トナー像転
写後の感光体は除電、残留トナーの除去、光除電などを行なった後、再使用に供される。
【０００４】
　近年、可とう性、熱安定性、成膜性などの利点により、有機物質を用いた電子写真用感
光体が実用化されてきた。
　そして最近においては、感光層として電荷発生物質を含有する電荷発生層と電荷輸送性
物質を含有する電荷輸送層からなる機能分離積層型感光体が主流となっており、中でも有
機顔料を電荷発生物質として蒸着層または樹脂中に分散させた層を電荷発生層とし、有機
低分子化合物を電荷輸送性物質として樹脂中に分散させた層を電荷輸送層として用いる負
帯電型感光体が数多く提案されている。
【０００５】
　また最近では、電子写真用感光体を搭載した画像形成装置は、フルカラー化や高速化が
急速に進行しており、それに伴って需要も一般オフィス領域から、ＳＯＨＯ領域あるいは
軽印刷領域へと多様化している。特に、軽印刷分野では印刷ボリュームが著しく増大し、
かつ画質安定性の要求度が高くなるため、有機感光体の更なる高耐久化、高安定化が必要
不可欠である。
【０００６】
　これに対し、有機感光体を高耐久化する方法としては、例えば特許文献１に記載される
ように、架橋表面層を設ける方法が提案されている。架橋表面層は光エネルギー、電子線
によって硬化する材料を３次元架橋させることにより、耐摩耗性に優れた膜である。さら
に、耐磨摩耗性を向上させるために、無機微粒子や有機微粒子を架橋表面層中に分散させ
ているものもある。しかし、こうした架橋表面層を有する感光体は耐摩耗性に対しては効
果があるものの、静電安定性に対しては不充分である。
【０００７】
　架橋表面層を有する感光体が静電安定性に対して不充分な原因について全てが解明され
ているわけではないが、要因の一つとして、架橋表面層に含有される電荷輸送性物質の一
部が光エネルギーや電子線の影響を受け、分解などの変化が起きている可能性がある。換
言すると、電荷輸送性物質は、少なくとも一部が光エネルギーや電子線によって様々に変
化し、架橋表面層内には様々なエネルギー準位を持った化合物が存在することになる。こ
れらの物質が架橋表面層に存在することで、感光体の使用経時において種々の特性変化を
もたらし、例えば帯電電位の低下、露光部電位の変動、表面抵抗の低下による解像力の低
下（画像ボケ）などを引き起こす。その結果著しく画質を低下させ、感光体の寿命を短く
していると考えられる。特に、非常に長寿命と高安定性を求められる軽印刷分野で使用さ
れる電子写真装置においては、感光体の露光部電位変動は重大な問題である。露光部電位
変動は、比較的長い時間印刷を行なっている場合の露光部電位変動よりも、印刷を開始し
て一つのＪｏｂが終了し、印刷を再開したときの露光部電位変動の方が問題として大きい
。
　以降、前者を露光部電位の日内変動、後者を露光部電位のＪｏｂ内変動と称し区別する
。
【０００８】
　露光部電位の日内変動の場合には、その影響が目につきにくいことと、装置の中で電位
を補正できるため、問題としてはそれほど大きくないが、Ｊｏｂ内変動が大きいと、その
影響が目立つ上、Ｊｏｂ内の数十枚あるいは数枚単位で電位が変動すると、電位の補正が
困難になるため、深刻な問題となる。特に、軽印刷分野では、一つのＪｏｂで同じ画像パ
ターンを大量に印刷する需要があるが、この場合に露光部電位のＪｏｂ内変動が大きいと
画像濃度が変化し、画質一貫性が低下することになる。文字主体の画像パターンであれば
それほど目立つことはないが、画像主体でしかもフルカラー画像パターンの場合は、画像
濃度の変化だけでなく色味なども変化し、非常に深刻な問題につながる。つまり、感光体
の露光部電位の変動を低減し、さらに長期繰り返し印刷における露光部電位変動を日内変
動だけでなく、Ｊｏｂ内変動を抑制することが要求される。
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【０００９】
　架橋表面層を有する感光体の静電安定性を向上させるために、様々な提案がされている
。
　例えば、前記の特許文献１に記載の発明においては、少なくとも３官能以上の電荷輸送
性構造を有しないラジカル重合性モノマーと電荷輸層性構造を有するラジカル重合性モノ
マーとを硬化して形成された表面層を有し高耐久性と安定性に優れた高画質が得られる電
子写真感光体が記載されている。
【００１０】
　特許文献２に記載の発明では、架橋表面層（第二電荷輸送層）に、連鎖重合性ベンジジ
ン化合物及び連鎖重合性トリフェニルアミン化合物からなる群よりそれぞれ１種類ずつ以
上選ばれた総計２種類以上の化合物を、重合及び架橋のいずれか一方もしくは両方を行な
うことにより得られる重合体に含有させることで、架橋表面層の電気的特性を向上させる
方法が提案されているが、電荷輸送材料を重合および架橋させた場合、それらの分子は自
由度を失い、電荷輸送機能が低下する。また、反応性の電荷輸送材料を用いているため、
未反応の電荷輸送材料が残存している可能性や、架橋反応または重合反応時に電荷輸送構
造に何らかの影響があることは充分に考えられる。こうした場合、それらの電荷輸送材料
は酸化性ガスなどの影響を受け易く、電荷を蓄積させる要因となるため、静電安定性を悪
くする原因となる。
【００１１】
　特許文献３に記載の発明では、架橋表面層（表面保護層）の下の電荷輸送層に電荷輸送
性高分子化合物を用いることで、架橋表面層への電荷輸送材料の溶出を防止することで電
気特性の低下を防ぐことが提案されている。しかし、電子線や光照射により架橋させる場
合、架橋表面層に用いている電荷輸送材料の劣化は防げない。
【００１２】
　また、特許文献４に記載の発明では、有機材料に対して吸収係数の高い硬化紫外線とし
て主に波長３１０ｎｍ以下の紫外線を用いることによって、表面近傍で紫外線を吸収させ
る。これにより、ＵＶ硬化型塗料を硬化させる際に生じる有機感光体の性能低下を防ぐ方
法が提案されているが、ＵＶ照射時にＵＶ硬化型の電荷輸送性材料が光を吸収し、分子が
劣化することに変わりはなく、やはり充分な静電安定性は得られない。
【００１３】
　特許文献５に記載の発明では、架橋型電荷輸送層中に電荷輸送性ラジカル重合性モノマ
ーだけでなく電荷輸送層と同じ低分子電荷輸送材料を含有させることによって架橋型電荷
輸送層を有する感光体の静電安定性を向上させる方法が提案されているが、この場合もや
はり、ＵＶ照射時に、電荷輸送性ラジカル重合性モノマーや低分子電荷輸送材料の劣化が
生じ、静電安定性が低下してしまう。
【００１４】
　また、特許文献６に記載の発明では、少なくともアクリロイルオキシ基又はメタクリロ
イルオキシ基を有する第一の電荷輸送性化合物と、水酸基を有する第二の電荷輸送性化合
物とを含む混合物の硬化物で形成することによって、アクリロイルオキシ基及びメタクリ
ロイルオキシ基と親和性の高い水酸基を、同一分子内に一つ以上有する電荷輸送性化合物
を添加して硬化させることで、三次元的網目架橋構造内部に、水酸基を有する電荷輸送性
化合物が組み込まれ、電荷輸送性基の配置が理想的な電荷輸送層を形成することができる
旨が記載されているが、水酸基を持つ電荷輸送性化合物は水蒸気との親和性が高いため、
環境変動に対する安定性が劣る。また、電荷輸送層内に様々なエネルギー準位を持った電
荷輸送材料が存在すると、材料間で電荷移動を阻害し合うために電気特性を悪化させてし
まうため、静電安定性は不充分である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明の目的は、長期間の繰り返し使用に対しても高耐久性を有し、かつ画像濃度低下
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、あるいは画像ボケの発生による画像劣化を抑制し、さらに露光部電位の日内変動のみな
らず、Ｊｏｂ内変動を抑制し、高画質画像が安定に得られる電子写真感光体を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意検討した結果、以下の（１）～（７）に
記載する本発明に係る電子写真感光体、画像形成装置等によって上記課題が解決されるこ
とを見出し本発明に至った。
【００１７】
（１）導電性支持体上に少なくとも感光層、及び架橋表面層を有してなり、該架橋表面層
は少なくとも一般式（１）に示す化合物と架橋重合物とを含有することを特徴とする電子
写真感光体。
【化１】

【００１８】
〔（１）式中、Ｒ１乃至Ｒ３は、各々独立して、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～
４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換基を有していてもよいフェニル基、ビ
フェニル基または縮合多環式炭化水素基を表し、Ｒ１乃至Ｒ３のうち少なくとも１つは炭
素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換
基を有していてもよい縮合多環式炭化水素基である。〕
（２）前記架橋表面層は、光エネルギー照射によって硬化させた架橋膜である上記（１）
に記載の電子写真感光体。
（３）前記架橋表面層は、無機微粒子を含有している上記（１）又は（２）に記載の電子
写真感光体。
（４）上記（１）～（３）のいずれかに記載の電子写真感光体を用いて、少なくとも帯電
、画像露光、現像、転写を繰り返し行なうことを特徴とする画像形成方法。
（５）少なくとも電子写真感光体、帯電手段、露光手段、現像手段及び転写手段を具備し
、該電子写真感光体が上記（１）～（３）のいずれかに記載の電子写真感光体であること
を特徴とする画像形成装置。
（６）上記（１）～（３）のいずれかに記載の電子写真感光体と、帯電手段、現像手段、
転写手段、クリーニング手段および除電手段よりなる群から選ばれた少なくとも一つの手
段とを有し、画像形成装置本体に着脱可能であることを特徴とするプロセスカートリッジ
。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の電子写真感光体によれば、機械的耐久性に優れる架橋表面層を有する電子写真
感光体において、架橋表面層中に前記一般式（１）で表わされる化合物を有することで、
光エネルギーや電子線照射時に電荷輸送物質の変質が抑制され、電荷輸送機能の低下をも
たらすことがないため、長期の繰り返し使用に対しても静電特性が安定し、露光部電位や
残留電位の上昇が低減される。
　更にＪｏｂ内変動も抑制し、高画質画像が長期に渡って安定に得られる。
　また本発明によれば前記電子写真感光体を用いることにより、画像濃度や色味の変化が
少ない、すなわち画質一貫性に優れた画像出力が可能な画像形成方法、画像形成装置、及
び画像形成装置用プロセスカートリッジが提供される。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
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【図１】本発明における電子写真感光体の構成例を示す断面図である。
【図２】本発明における電子写真感光体の他の構成例を示す断面図である。
【図３】本発明の実施例１で用いたチタニルフタロシアニンの粉末Ｘ線回折スペクトルで
ある。
【図４】本発明の画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図５】本発明の画像形成装置用プロセスカートリッジの一例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明を図面に沿って詳細に説明する。
【００２２】
＜電子写真感光体＞
　図１は、本発明の感光体の構成を表わす断面図であり、導電性支持体（３１）上に、電
荷発生物質と電荷輸送物質を主成分とする感光層（３３）が設けられ、更に感光層表面に
架橋表面層（３９）が設けられてなる。
　図２は、本発明の感光体の更に別の構成を表わす断面図であり、導電性支持体（３１）
上に、電荷発生物質を主成分とする電荷発生層（３５）と電荷輸送物質を主成分とする電
荷輸送層（３７）とが積層された構成をとっており、更に電荷輸送層（３７）上に架橋表
面層（３９）が設けられてなる。
【００２３】
〔導電性支持体〕
　導電性支持体（３１）としては、体積抵抗１０１０Ω・ｃｍ以下の導電性を示すもの、
例えば、アルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金などの金属、酸
化スズ、酸化インジウムなどの金属酸化物を、蒸着またはスパッタリングにより、フィル
ム状もしくは円筒状のプラスチック、紙に被覆したもの、あるいは、アルミニウム、アル
ミニウム合金、ニッケル、ステンレスなどの板およびそれらを、押し出し、引き抜きなど
の工法で素管化後、切削、超仕上げ、研摩などの表面処理した管などを使用することがで
きる。また、特開昭５２－３６０１６号公報に開示されたエンドレスニッケルベルト、エ
ンドレスステンレスベルトも導電性支持体（３１）として用いることができる。
【００２４】
　この他、上記支持体上に導電性粉体を適当な結着樹脂に分散して塗工したものについて
も、本発明の導電性支持体（３１）として用いることができる。この導電性粉体としては
、カーボンブラック、アセチレンブラック、またアルミニウム、ニッケル、鉄、ニクロム
、銅、亜鉛、銀などの金属粉、あるいは導電性酸化スズ、ＩＴＯなどの金属酸化物粉体な
どがあげられる。また、同時に用いられる結着樹脂には、ポリスチレン、スチレン－アク
リロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重
合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニ
ル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリレート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢
酸セルロース樹脂、エチルセルロース樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマー
ル、ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹
脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂など
の熱可塑性、熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂が挙げられる。このような導電性層は、こ
れらの導電性粉体と結着樹脂を適当な溶剤、例えば、テトラヒドロフラン、ジクロロメタ
ン、メチルエチルケトン、トルエンなどに分散して塗布することにより設けることができ
る。
　さらに、適当な円筒基体上にポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリス
チレン、ポリ塩化ビニリデン、ポリエチレン、塩化ゴム、テフロン（登録商標）などの素
材に前記導電性粉体を含有させた熱収縮チューブによって導電性層を設けてなるものも、
本発明の導電性支持体（３１）として良好に用いることができる。
【００２５】
〔感光層〕



(7) JP 2012-137599 A 2012.7.19

10

20

30

40

50

　次に感光層について説明する。
　感光層は電荷発生物質と電荷輸送物質を含む単層構成の感光層（図１）でも、電荷発生
層と電荷輸送層で構成される積層型（図２）でも構わないが、説明の都合上、積層構成か
らなる感光層（図２）について先に述べる。
【００２６】
［電荷発生層］
　電荷発生層（３５）は、電荷発生物質を主成分とする層である。電荷発生層（３５）に
は、公知の電荷発生物質を用いることが可能であり、その代表として、モノアゾ顔料、ジ
スアゾ顔料、トリスアゾ顔料、ペリレン系顔料、ペリノン系顔料、キナクリドン系顔料、
キノン系縮合多環化合物、スクアリック酸系染料、他のフタロシアニン系顔料、ナフタロ
シアニン系顔料、アズレニウム塩系染料等が挙げられる。これら電荷発生物質は単独で用
いても２種以上混合して用いても構わない。
【００２７】
　電荷発生層（３５）は、電荷発生物質を必要に応じて結着樹脂と共に適当な溶剤中にボ
ールミル、アトライター、サンドミル、超音波などを用いて分散し、これを導電性支持体
上に塗布し、乾燥することにより形成される。
【００２８】
　必要に応じて用いられる結着樹脂としては、ポリアミド、ポリウレタン、エポキシ樹脂
、ポリケトン、ポリカーボネート、シリコーン樹脂、アクリル樹脂、ポリビニルブチラー
ル、ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、ポリスチレン、ポリスルホン、ポリ－Ｎ
－ビニルカルバゾール、ポリアクリルアミド、ポリビニルベンザール、ポリエステル、フ
ェノキシ樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリフェニレンオキ
シド、ポリアミド、ポリビニルピリジン、セルロース系樹脂、カゼイン、ポリビニルアル
コール、ポリビニルピロリドン等が挙げられる。結着樹脂の量は、電荷発生物質１００重
量部に対し０～５００重量部、好ましくは１０～３００重量部が適当である。結着樹脂の
添加は、分散前、分散後のどちらでも構わない。
【００２９】
　電荷発生層（３５）の形成に用いる塗布液の溶剤としては、イソプロパノール、アセト
ン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、ジオキサン、エチル
セルソルブ、酢酸エチル、酢酸メチル、ジクロルメタン、ジクロルエタン、モノクロルベ
ンゼン、シクロヘキサン、トルエン、キシレン、リグロイン等が挙げられるが、特にケト
ン系溶媒、エステル系溶媒、エーテル系溶媒が良好に使用される。これらは単独で用いて
も２種以上混合して用いてもよい。
【００３０】
　電荷発生層（３５）は、電荷発生物質を必要に応じて結着樹脂と共に、ボールミル、ア
トライター、サンドミル、ビーズミル、超音波等の公知の分散方法を用いて溶剤中に分散
して、塗工液を得ることができる。電荷発生層（３５）は、電荷発生物質、溶媒及び結着
樹脂を主成分とするが、増感剤、分散剤、界面活性剤、シリコーンオイル等の種々の添加
剤が含まれていてもよい。塗布液の塗工法としては、浸漬塗工法、スプレーコート、ビー
トコート、ノズルコート、スピナーコート、リングコート等の方法を用いることができる
。
　電荷発生層（３５）の膜厚は、０．０１～５μｍ程度が適当であり、好ましくは０．１
～２μｍである。
【００３１】
［電荷輸送層］
　電荷輸送層（３７）は、電荷輸送物質および電荷輸送物質を主成分とする層であり、電
荷輸送層（３７）中の電荷輸送物質の含有量は、結着樹脂１００重量部に対し、３０～２
００重量部とすることが好ましい。電荷輸送物質の含有量が３０重量部より少ないと、残
留電位が上昇するなど電気特性が悪化する。他方、２００重量部より多いと、耐摩耗性等
の機械特性が低下する。
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【００３２】
　電荷輸送層（３７）に用いられる電荷輸送物質として以下のものが挙げられる。
　電荷輸送物質には、電子輸送物質と正孔輸送物質とがある。
　電子輸送物質としては、例えばクロルアニル、ブロムアニル、テトラシアノエチレン、
テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，
７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン、２，
４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，２
－ｂ〕チオフェン－４－オン、１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５－ジ
オキサイド、ベンゾキノン誘導体等の電子受容性物質が挙げられる。
　正孔輸送物質としては、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール及びその誘導体、ポリ－γ－カ
ルバゾリルエチルグルタメート及びその誘導体、ピレン－ホルムアルデヒド縮合物及びそ
の誘導体、ポリビニルピレン、ポリビニルフェナントレン、ポリシラン、オキサゾール誘
導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、モノアリールアミン誘導体、ジア
リールアミン誘導体、トリアリールアミン誘導体、スチルベン誘導体、α－フェニルスチ
ルベン誘導体、ベンジジン誘導体、ジアリールメタン誘導体、トリアリールメタン誘導体
、９－スチリルアントラセン誘導体、ピラゾリン誘導体、ジビニルベンゼン誘導体、ヒド
ラゾン誘導体、インデン誘導体、ブタジェン誘導体、ピレン誘導体等、ビススチルベン誘
導体、エナミン誘導体等、その他公知の材料が挙げられる。
　これらの電荷輸送物質は単独で、又は２種以上混合して用いられる。
【００３３】
　電荷輸送層を構成する結着樹脂としては、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル
共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエ
ステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化
ビニリデン、ポリアリレート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース
樹脂、エチルセルロース樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニ
ルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ
樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂等の熱可塑性又は
熱硬化性樹脂が挙げられる。
【００３４】
　電荷輸送層（３７）は、電荷輸送物質を結着樹脂と共に溶剤中に溶解して、塗工液を得
ることができる。
　前記電荷輸送層（３７）の形成に用いる塗布液の溶剤としては、テトラヒドロフラン、
ジオキサン、トルエン、ジクロルメタン、モノクロルベンゼン、ジクロルエタン、シクロ
ヘキサノン、メチルエチルケトン、アセトンなどが用いられる。これらは単独で使用して
も２種以上混合して使用してもよい。
　塗布液の塗工法としては、浸漬塗工法、スプレーコート、ビートコート、ノズルコート
、スピナーコート、リングコート等、従来の塗工方法を用いることができる。
【００３５】
　電荷輸送層の膜厚は、５０μｍ以下が好ましく、解像度・応答性の点から２５μｍ以下
とすることが好ましい。下限値に関しては、使用するシステム（特に帯電電位等）により
異なるが、５μｍ以上が好ましい。
【００３６】
［単層感光層］
　次に感光層が単層構成の場合（図１の場合）について述べる。
　感光層（３３）は、電荷発生物質、電荷輸送物質及び結着樹脂を適当な溶剤に溶解ない
し分散し、これを塗布、乾燥することによって形成できるまた、必要により可塑剤、レベ
リング剤、酸化防止剤等を添加することもできる。
　また単層構成の感光層（３３）の場合には、高感度化のために電荷輸送物質として、前
述の電子輸送物質を併用することが好ましい。
　単層構成の感光層（３３）において、電荷発生物質は感光層全体に対して０．１～３０
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感度が低下する傾向にあり、濃度が高くなると帯電性や膜強度が低下する傾向にある。
　電荷輸送物質の含有量は、結着樹脂１００質量部に対し、３０～２００重量部とするこ
とが好ましい。また電子輸送物質の含有量は結着樹脂１００重量部に対し、３０～２００
重量部とすることが好ましい。
　感光層の膜厚は５０μｍ以下が好ましく、解像度・応答性の点から２５μｍ以下とする
ことが好ましい。下限値に関しては、使用するシステム（特に帯電電位等）により異なる
が、５μｍ以上が好ましい。
【００３７】
〔架橋表面層〕
　次に架橋表面層について説明する。
　本発明の感光体の表面層（３９）は、架橋表面層を有してなり、該架橋表面層は少なく
とも下記式（１）に示す化合物（電荷輸送物質）、および架橋重合物を含有している。
［式（１）に示す化合物］
【００３８】
【化２】

【００３９】
〔（１）式中、Ｒ１乃至Ｒ３は、各々独立して、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～
４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換基を有していてもよいフェニル基、炭
素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換
基を有していてもよいビフェニル基、または炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４の
アルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換基を有していてもよい縮合多環式炭化水素
基を表し、Ｒ１乃至Ｒ３のうち少なくとも１つは炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～
４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換基を有していてもよい縮合多環式炭化
水素基である。〕
　前記のハロゲン原子には、塩素原子、臭素原子、フッ素原子などが挙げられる。また、
炭素数１～４のアルキル基で好ましいものはメチル基であり、炭素数１～４のアルコキシ
基で好ましいものはメトキシ基である。
　前記一般式（１）に示す化合物（電荷輸送物質）としては以下のようなものが挙げられ
るが、これらに限定するものではない。
【００４０】
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【００４１】
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【００４２】
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【化５】

【００４３】
　これらの一般式（１）で示す化合物は、架橋表面層（３９）全体に対し、１０～７０重
量％、好ましくは３０～６０重量％である。
【００４４】
　架橋表面層（３９）は、熱エネルギー、光エネルギー又は電子線を照射することにより
、架橋反応を起こす。好ましくは光エネルギー又は電子線照射より架橋した樹脂（架橋重
合物）は、高硬度高弾性の膜となる。
【００４５】
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　一般式（１）においてＲ１乃至Ｒ３が全てフェニル基となるトリフェニルアミン骨格を
有する化合物は、電荷輸送機能を有し、電子写真感光体の電荷輸送材料として有効に使用
される。しかしトリフェニルアミン骨格を有する化合物は、熱エネルギー、光エネルギー
または電子線などの照射により、化学反応を引き起こしやすく、分解や構造変化などが生
じる。電荷輸送材料を含有した光架橋表面層を成膜する場合、架橋表面層内では上記のよ
うにして、電荷輸送材料が分解などの変化を生じるために、様々なエネルギー準位を持っ
た化合物が存在することになる。これらの物質は、感光体の使用経時において種々の特性
変化をもたらし、例えば帯電電位の低下、露光部電位の変動、表面抵抗の低下による解像
力の低下（画像ボケ）などを引き起こす。
　これに対し、本発明のＲ１乃至Ｒ３の少なくとも1つが炭素数１～４のアルキル基、炭
素数１～４のアルコキシ基、ハロゲン原子のいずれかの置換基を有していても縮合多環式
炭化水素基である電荷輸送機能を有する化合物（電荷輸送物質）である場合は、光エネル
ギーや電子線などの照射による化学反応を引き起こしにくくなり、上述のような感光体の
特性変動を起こさない、良好な表面層とすることができる。
【００４６】
　また、架橋表面層（３９）に含まれる電荷輸送物質の全てが架橋反応基を有する場合、
架橋反応によって電荷輸送物質自体が架橋してしまうため、電荷輸送物質の自由度がなく
なり、電荷輸送機能が低下すると考えられる。これに対し、電荷輸送物質の自由度を確保
するために、照射する光や電子線のエネルギー量を小さくして未架橋の電荷輸送物質を残
存させた場合、架橋膜の架橋密度は低下し、耐摩耗性も低下すると考えられる。また、架
橋表面層中に未架橋の電荷輸送物質が残存する場合、架橋反応基は極性が高く、酸化性ガ
スと吸着または反応しやすいため、感光体は使用経時で帯電チャージャから放出される放
電生成物（酸化性ガスなど）によって劣化しやすいと考えられ、電荷トラップによる露光
部電位変動や抵抗低下による画像ボケを生じるなど、長期にわたる静電安定性を維持でき
ないと考えられる。
【００４７】
［架橋重合物］
　本発明の架橋表面層（３９）に用いられる架橋重合物（光エネルギーまたは電子線照射
により架橋する重合性化合物）としては、例えば、トリメチロールプロパントリアクリレ
ート（ＴＭＰＴＡ）、トリメチロールプロパントリメタクリレート、ＨＰＡ変性トリメチ
ロールプロパントリアクリレート、ＥＯ変性トリメチロールプロパントリアクリレート、
ＰＯ変性トリメチロールプロパントリアクリレート、カプロラクトン変性トリメチロール
プロパントリアクリレート、ＨＰＡ変性トリメチロールプロパントリメタクリレート、ペ
ンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート（ＰＥ
ＴＴＡ）、グリセロールトリアクリレート、ＥＣＨ変性グリセロールトリアクリレート、
ＥＯ変性グリセロールトリアクリレート、ＰＯ変性グリセロールトリアクリレート、トリ
ス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレー
ト（ＤＰＨＡ）、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ジペ
ンタエリスリトールヒドロキシペンタアクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトー
ルペンタアクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールテトラアクリレート、アル
キル変性ジペンタエリスリトールトリアクリレート、ジメチロールプロパンテトラアクリ
レート（ＤＴＭＰＴＡ）、ペンタエリスリトールエトキシテトラアクリレート、ＥＯ変性
リン酸トリアクリレート、２，２，５，５－テトラヒドロキシメチルシクロペンタノンテ
トラアクリレートなどが挙げられ、これらは単独又は２種類以上を併用してもよい。
【００４８】
［光重合開始剤］
　また光エネルギーまたは電子線照射により効率的に架橋反応をさせるために、好ましく
は、光重合開始剤を含有する。
　光重合開始剤としては、ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジ
フェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン、４－
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（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、２－
ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタノン－１、２－
ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、２－メチル－２－モルフォ
リノ（４－メチルチオフェニル）プロパン－１－オン、１－フェニル－１，２－プロパン
ジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシムなどのアセトフェノン系またはケター
ル系光重合開始剤、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル
、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテルなどのベンゾインエ
ーテル系光重合開始剤、ベンゾフェノン、４－ヒドロキシベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイ
ル安息香酸メチル、２－ベンゾイルナフタレン、４－ベンゾイルビフェニル、４－ベンゾ
イルフェニールエーテル、アクリル化ベンゾフェノン、１，４－ベンゾイルベンゼンなど
のベンゾフェノン系光重合開始剤、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチオキ
サントン、２，４－ジメチルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２，４
－ジクロロチオキサントンなどのチオキサントン系光重合開始剤、その他の光重合開始剤
としては、エチルアントラキノン、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフ
ィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルフェニルエトキシホスフィンオキサ
イド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド、ビス
（２，４－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキサ
イド、メチルフェニルグリオキシエステル、９，１０－フェナントレン、アクリジン系化
合物、トリアジン系化合物、イミダゾール系化合物、が挙げられる。また、光重合促進効
果を有するものを単独または上記光重合開始剤と併用して用いることもできる。例えば、
トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミン、４－ジメチルアミノ安息香酸エチル
、４－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、安息香酸（２－ジメチルアミノ）エチル、４
，４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、などが挙げられる。
【００４９】
　これらの重合開始剤は１種又は２種以上を混合して用いてもよい。重合開始剤の含有量
は、架橋重合性モノマーに対し、０．５～４０重量％、好ましくは１～２０重量％である
。
【００５０】
［無機微粒子］
　本発明の感光体においては、架橋表面層（３９）の機械的耐久性向上を目的として無機
微粒子を含有させることが可能である。無機微粒子としては一般に知られるものであれば
よく、酸化チタン、酸化スズ、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、酸化インジウム、酸化アン
チモン、窒化硼素、窒化ケイ素、酸化カルシウム、硫酸バリウム、ＩＴＯ、酸化シリコン
、コロイダルシリカ、酸化アルミ等が例示される。架橋表面層（３９）の電気特性を勘案
した場合、酸化アルミ、酸化チタン、酸化シリコン、酸化スズが好適に用いられる。
【００５１】
　これらの無機微粒子（フィラー）の平均一次粒径は、０．０１～０．５μｍであること
が表面層の光透過率や耐摩耗性の点から好ましい。フィラーの平均一次粒径が０．０１μ
ｍ以下の場合は、耐摩耗性の低下、分散性の低下等を引き起こし、０．５μｍを超える場
合には、表面層の表面粗さが大きくなり、後述するブレードクリーニング部材の摩耗が速
やかに進行するため、早期にトナークリーニング不良などの発生を引き起こしたり、フィ
ラー粒子の比重にもよるが分散液中においてフィラーの沈降性が促進されるなどの塗工液
寿命に関わる問題を生じることがある。
【００５２】
　架橋表面層（３９）中のフィラー材料濃度は、高いほど耐摩耗性が高いので良好である
が、高すぎる場合には残留電位の上昇、保護層の書き込み光透過率が低下し、副作用を生
じる場合がある。従って、概ね全固形分に対して、５０重量％以下、好ましくは３０重量
％以下程度である。
【００５３】
［架橋表面層の形成］



(15) JP 2012-137599 A 2012.7.19

10

20

30

40

50

　架橋表面層は、少なくとも前述のような重合性化合物（架橋重合性モノマー）と一般式
（１）で示される化合物（電荷輸送物質）を含有する塗工液を塗布、硬化することにより
形成される。塗布に用いられる塗工液は架橋表面層の構成成分が常温で液体である場合、
これに他の成分を溶解して塗布することも可能であるが、必要に応じて溶媒により希釈し
て塗布される。
【００５４】
　このとき用いられる溶媒としては、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノー
ルなどのアルコール系、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シク
ロヘキサノンなどのケトン系、酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル系、テトラヒドロ
フラン、ジオキサン、プロピルエーテルなどのエーテル系、ジクロロメタン、ジクロロエ
タン、トリクロロエタン、クロロベンゼンなどのハロゲン系、ベンゼン、トルエン、キシ
レンなどの芳香族系、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、セロソルブアセテートなど
のセロソルブ系などが挙げられる。これらの溶媒は単独または２種以上を混合して用いて
もよい。
【００５５】
　溶媒による希釈率は組成物の溶解性、塗工法、目的とする膜厚により変わり、任意であ
る。塗布は、浸漬塗工法やスプレーコート、ビードコート、リングコート法などを用いて
行なうことができる。
　本発明においては、かかる塗工液を塗布後、外部からエネルギーを与えることにより、
表面層を硬化させる。このとき用いられる外部エネルギーとしては、光エネルギーや電子
線を用いることが可能であるが、電子線を用いた場合には、そのエネルギー侵入深さ、エ
ネルギー強度のために感光体構成材料の劣化が懸念されることから、光エネルギーを用い
ることが好ましい。また、熱エネルギーを併用しても良い。
【００５６】
　光のエネルギーとしては主に紫外光に発光波長をもつ高圧水銀灯やメタルハライドラン
プなどのＵＶ照射光源が利用できるが、ラジカル重合性含有物や光重合開始剤の吸収波長
に合わせ可視光光源の選択も可能である。また、ラジカル重合による架橋反応は温度によ
ってその反応性が大きく影響を受け、ＵＶ照射時の塗膜の表面温度は２０℃以上１７０℃
以下に維持することが好ましい。塗膜の表面温度制御手段は、前述の温度範囲を維持でき
れば何れの方法でもよいが、熱媒体を用いて温度を制御する方法が好ましい。
【００５７】
　更に、本発明の架橋表面層塗工液は必要に応じて各種可塑剤（応力緩和や接着性向上の
目的）、レベリング剤などの添加剤が含有できる。これらの添加剤は公知のものが使用可
能であり、可塑剤としてはジブチルフタレート、ジオクチルフタレート等の一般の樹脂に
使用されているものが利用可能で、その使用量は塗工液の総固形分に対し２０重量％以下
、好ましくは１０％以下に抑えられる。また、レベリング剤としては、ジメチルシリコー
ンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル等のシリコーンオイル類や、側鎖にパーフル
オロアルキル基を有するポリマーあるいはオリゴマーが利用でき、その使用量は塗工液の
総固形分に対し３重量％以下が適当である。
【００５８】
　本発明の架橋表面層の厚みは、１～３０μｍであることが好ましく、より好ましくは、
２～２０μｍであり、さらに好ましくは４～１５μｍである。
　１μｍより薄いと、キャリア付着などが起こった場合の感光体表面へのめりこみ量に対
して、架橋表面層膜厚が小さすぎるため、充分な耐久性を確保できないことが多い。一方
、３０μｍよりも厚いと、残留電位の上昇などの不具合を発生させてしまう場合がある。
従って、摩耗や傷に対する余裕度の確保と残留電位の発生が少なくなるような好適な膜厚
で架橋表面層を形成する必要がある。
【００５９】
〔中間層〕
　本発明の感光体においては、感光層（単層感光層３３、又は電荷発生層３５）と架橋表
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面層との間に中間層を設けることも可能である。中間層には、一般にバインダー樹脂を主
成分として用いる。これら樹脂としては、ポリアミド、アルコール可溶性ナイロン、水溶
性ポリビニルブチラール、ポリビニルブチラール、ポリビニルアルコールなどが挙げられ
る。中間層の形成法としては、前述のごとく一般に用いられる塗布法が採用される。なお
、中間層の厚さは０．０５～２μｍ程度が適当である。
【００６０】
〔下引き層〕
　本発明の感光体においては、導電性支持体（３１）と感光層（単層感光層３３、又は電
荷発生層３５）との間に下引き層（図示せず）を設けることができる。下引き層は一般に
樹脂を主成分とするが、これらの樹脂はその上に感光層を溶剤で塗布することを考えると
、一般の有機溶剤に対して耐溶剤性の高い樹脂であることが望ましい。このような樹脂と
しては、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリアクリル酸ナトリウム等の水溶性樹脂、
共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロン等のアルコール可溶性樹脂、ポリウレタン、
メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド－メラミン樹脂、エポキシ樹脂等、三次元網
目構造を形成する硬化型樹脂等が挙げられる。
　また、下引き層には、モアレ防止、残留電位の低減等のために酸化チタン、シリカ、ア
ルミナ、酸化ジルコニウム、酸化スズ、酸化インジウム等の金属酸化物の微粉末顔料を加
えてもよい。
【００６１】
　これらの下引き層は、前述の感光層の如く適当な溶媒及び塗工法を用いて形成すること
ができる。また本発明の下引き層として、シランカップリング剤、チタンカップリング剤
、クロムカップリング剤等を使用することもできるし、Ａｌ２Ｏ３を陽極酸化により設け
たもの、ポリパラキシリレン（パリレン）等の有機物やＳｉＯ２、ＳｎＯ２、ＴｉＯ２、
ＩＴＯ、ＣｅＯ２等の無機物を真空薄膜作成法により設けたものも良好に使用できる。更
に、この他に公知のものを用いることもできる。下引き層の膜厚は０～５μｍが適当であ
る。
【００６２】
〔必要に応じて添加される添加剤〕
　本発明においては、耐環境性の改善のため、とりわけ、感度低下、残留電位の上昇を防
止する目的で、電荷発生層、電荷輸送層、下引き層、保護層、中間層等の各層に公知の酸
化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤およびレベリング剤を添加することができる。ま
た架橋表面層にも可塑剤、レベリング剤の他に酸化防止剤、滑剤、紫外線吸収剤を添加す
ることができる。
【００６３】
　酸化防止剤として、例えば下記のものが挙げられる。
（ａ）フェノ－ル系化合物
　２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾ－ル、ブチル化ヒドロキシアニソ－ル、２，６－
ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノ－ル、ｎ－オクタデシル－３－(４’－ヒドロキシ－
３’,５’－ジ-t-ブチルフェノール)、２，２’－メチレン－ビス－（４－メチル－６－
ｔ－ブチルフェノ－ル）、２，２’－メチレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチルフ
ェノ－ル）、４，４’－チオビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノ－ル）、４，４
’－ブチリデンビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノ－ル）、１，１，３－トリス
－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリ
メチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベン
ゼン、テトラキス－［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシ
フェニル）プロピオネ－ト］メタン、ビス［３，３’－ビス（４’－ヒドロキシ－３'－
ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアッシド］クリコ－ルエステル、トコフェロ－ル類など
。
（ｂ） パラフェニレンジアミン類
　Ｎ－フェニル－Ｎ’－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ
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－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－フェニル－Ｎ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレ
ンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチ
ル－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミンなど。
（ｃ） ハイドロキノン類
　２，５－ジ－ｔ－オクチルハイドロキノン、２，６－ジドデシルハイドロキノン、２－
ドデシルハイドロキノン、２－ドデシル－５－クロロハイドロキノン、２－ｔ－オクチル
－５－メチルハイドロキノン、２－（２－オクタデセニル）－５－メチルハイドロキノン
など。
（ｄ）有機硫黄化合物類
　ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネ－ト、ジステアリル－３，３’－チオジプロ
ピオネ－ト、ジテトラデシル－３，３’－チオジプロピオネ－トなど。
（ｅ）有機燐化合物類
　トリフェニルホスフィン、トリ（ノニルフェニル）ホスフィン、トリ（ジノニルフェニ
ル）ホスフィン、トリクレジルホスフィン、トリ（２，４－ジブチルフェノキシ）ホスフ
ィンなど。
【００６４】
　滑剤としては、例えば下記のものが挙げられる。
（ａ）炭化水素系化合物
　流動パラフィン、パラフィンワックス、マイクロワックス、低重合ポリエチレンなど。
（ｂ）脂肪酸系化合物
　ラウリン酸、ミリスチン酸、パルチミン酸、ステアリン酸、アラキジン酸、ベヘン酸な
ど。
（ｃ）脂肪酸アミド系化合物
　ステアリルアミド、パルミチルアミド、オレインアミド、メチレンビスステアロアミド
、エチレンビスステアロアミドなど。
（ｄ）エステル系化合物
　脂肪酸の低級アルコールエステル、脂肪酸の多価アルコールエステル、脂肪酸ポリグリ
コールエステルなど。
（ｅ）アルコール系化合物
　セチルアルコール、ステアリルアルコール、エチレングリコール、ポリエチレングリコ
ール、ポリグリセロールなど。
（ｆ）金属石けん
　ステアリン酸鉛、ステアリン酸カドミウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸カル
シウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウムなど。
（ｇ）天然ワックス
　カルナバロウ、カンデリラロウ、蜜ロウ、鯨ロウ、イボタロウ、モンタンロウなど。
（ｈ）その他
　シリコーン化合物、フッ素化合物など。
【００６５】
　紫外線吸収剤として、例えば下記のものが挙げられる。
（ａ）ベンゾフェノン系
　２－ヒドロキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，４
－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノ
ン、２，２’－ジヒドロキシ４－メトキシベンゾフェノンなど。
（ｂ）サルシレート系
　フェニルサルシレート、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシベンゾエートなど。
（ｃ）ベンゾトリアゾール系
（２'－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、（２’－ヒドロキシ－５’－メチル
フェニル）ベンゾトリアゾール、（２’－ヒドロキシ－５’－メチルフェニル）ベンゾト
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リアゾール、（２’－ヒドロキシ－３’－ターシャリブチル－５’－メチルフェニル）５
－クロロベンゾトリアゾールなど。
（ｄ）シアノアクリレート系
　エチル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリレート、メチル－２－カルボメトキシ
－３－（パラメトキシ）アクリレートなど。
（ｅ）クエンチャー（金属錯塩系）
　ニッケル（２，２'チオビス（４－t－オクチル）フェノレート）ノルマルブチルアミン
、ニッケルジブチルジチオカルバメート、ニッケルジブチルジチオカルバメート、コバル
トジシクロヘキシルジチオホスフェートなど。
（ｆ）ＨＡＬＳ（ヒンダードアミン）
　ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，
２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、１－［２－〔３－（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕エチル］－４－〔３－
（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕－２，２，
６，６－テトラメチルピリジン、８－ベンジル－７，７，９，９－テトラメチル－３－オ
クチル－１，３，８－トリアザスピロ〔４，５〕ウンデカン－２，４－ジオン、４－ベン
ゾイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンなど。
【００６６】
　これら可塑剤、レベリング剤を含むこれらの添加剤は、ゴム、プラスチック、油脂類な
どの添加剤として知られており、市販品を容易に入手できる。
【００６７】
＜画像形成方法、画像形成装置＞
　本発明の画像形成方法とは、本発明の電子写真感光体を用い、例えば少なくとも感光体
に帯電、画像露光、現像の過程を経た後、トナー画像を画像保持体（転写紙）へ転写し、
さらに必要により定着及び感光体表面のクリーニングという過程よりなるものである。ま
た、本発明の画像形成装置とは、本発明の架橋型電荷輸送層を有した電子写真感光体を用
い、例えば少なくとも感光体に帯電、画像露光、現像の手段を経た後、画像保持体（転写
紙）へのトナー画像の転写の各手段よりなり、さらに必要により定着及び感光体表面のク
リーニングという手段よりなるものである。本発明の画像形成装置は、少なくとも帯電手
段、露光手段、現像手段、転写手段、及び電子写真感光体からなる画像形成要素が複数配
列された構成とすることもできる。
【００６８】
　図４は、画像形成装置の一例を示す概略図である。
　感光体を帯電させる手段として、帯電チャージャ（３）が用いられる。この帯電手段と
しては、コロトロンデバイス、スコロトロンデバイス、固体放電素子、針電極デバイス、
ローラ帯電デバイス、導電性ブラシデバイス等が用いられ、公知の方式が使用可能である
。特に本発明の構成は、接触帯電方式又は非接触近接配置帯電方式のような、感光体組成
物の分解の原因となる帯電手段からの近接放電が生じるような帯電手段を用いた場合に特
に有効である。ここで言う接触帯電方式とは、感光体に帯電ローラ、帯電ブラシ、帯電ブ
レード等が直接接触する帯電方式である。一方の近接帯電方式とは、例えば帯電ローラが
感光体表面と帯電手段との間に２００μｍ以下の空隙を有するように非接触状態で近接配
置したタイプのものである。この空隙は、大きすぎた場合には帯電が不安定になりやすく
、また、小さすぎた場合には、感光体に残留したトナーが存在する場合に、帯電部材表面
が汚染されてしまう可能性がある。したがって、空隙は１０～２００μｍ、好ましくは１
０～１００μｍの範囲が適当である。
　次に、帯電された感光体（１）上に静電潜像を形成するために画像露光部（５）が用い
られる。この光源には、蛍光灯、タングステンランプ、ハロゲンランプ、水銀灯、ナトリ
ウム灯、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザー（ＬＤ）、エレクトロルミネッセン
ス（ＥＬ）などの発光物全般を用いることができる。そして、所望の波長域の光のみを照
射するために、シャープカットフィルター、バンドパスフィルター、近赤外カットフィル
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ター、ダイクロイックフィルター、干渉フィルター、色温度変換フィルターなどの各種フ
ィルターを用いることもできる。
【００６９】
　次に、感光体（１）上に形成された静電潜像を可視化するために現像ユニット（６）が
用いられる。現像方式としては、乾式トナーを用いた一成分現像法、二成分現像法、湿式
トナーを用いた湿式現像法がある。感光体に負帯電を施し、画像露光を行なうと、反転現
像の場合には感光体表面上には正の静電潜像が形成される。これを負極性のトナー（検電
微粒子）で現像すれば、ポジ画像が得られるし、また正極性のトナーで現像すれば、ネガ
画像が得られる。
　正規現像の場合には感光体表面上には負の静電潜像が形成される。これを正極性のトナ
ー（検電微粒子）で現像すれば、ポジ画像が得られるし、また負極性のトナーで現像すれ
ば、ネガ画像が得られる。
【００７０】
　次に、感光体上で可視化されたトナー像を転写体（９）上に転写するために転写チャー
ジャ（１０）が用いられる。また、転写をより良好に行なうために転写前チャージャ（７
）を用いてもよい。これらの転写手段としては、転写チャージャ、バイアスローラーを用
いる静電転写方式、粘着転写法、圧力転写法等の機械転写方式、磁気転写方式が利用可能
である。静電転写方式としては、前記帯電手段が利用可能である。
【００７１】
　次に、転写体（９）を感光体（１）より分離する手段として分離チャージャ（１１）、
分離爪（１２）が用いられる。その他分離手段としては、静電吸着誘導分離、側端ベルト
分離、先端グリップ搬送、曲率分離等が用いられる。分離チャージャ（１１）としては、
前記帯電手段と同様の方式が利用可能である。
【００７２】
　次に、転写後感光体上に残されたトナーをクリーニングするためにファーブラシ（１４
）、クリーニングブレード（１５）が用いられる。
　また、クリーニングをより効率的に行なうためにクリーニング前チャージャ（１３）を
用いてもよい。その他クリーニング手段としては、ウェブ方式、マグネットブラシ方式等
があるが、それぞれ単独又は複数の方式を一緒に用いてもよい。
【００７３】
　次に、必要に応じて感光体上の潜像を取り除く目的で除電手段が用いられる。除電手段
としては除電ランプ（２）、除電チャージャが用いられ、それぞれ前記露光光源、帯電手
段が利用できる。その他、感光体に近接していない原稿読み取り、給紙、定着、排紙等の
プロセスは公知のものが使用できる。
　本発明は、このような画像形成手段に本発明に係る電子写真感光体を用いる画像形成方
法及び画像形成装置である。この画像形成手段は、複写装置、ファクシミリ、プリンタ内
に固定して組み込まれていてもよいが、プロセスカートリッジの形態でそれら装置内に組
み込まれ、着脱自在としたものであってもよい。
【００７４】
＜プロセスカートリッジ＞
　本発明のプロセスカートリッジは、本発明の電子写真感光体と、帯電手段、現像手段、
転写手段、クリーニング手段および除電手段よりなる群から選ばれた少なくとも一つの手
段とを有し、画像形成装置本体に着脱可能としたものである。
　プロセスカートリッジの一例を図５に示す。
　画像形成装置用プロセスカートリッジとは、感光体（１０１）を内蔵し、他に帯電手段
（１０２）、現像手段（１０４）、転写手段（１０６）、クリーニング手段（１０７）、
除電手段（図示せず）の少なくとも一つを具備し、画像形成装置本体に着脱可能とした装
置（部品）である。図５に例示される装置による画像形成プロセスについて示すと、感光
体（１０１）は、矢印方向に回転しながら、帯電手段（１０２）による帯電、露光手段（
１０３）による露光により、その表面に露光像に対応する静電潜像が形成され、この静電
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潜像は、現像手段（１０４）でトナー現像され、該トナー現像は転写手段（１０６）によ
り、転写体（１０５）に転写され、プリントアウトされる。次いで、像転写後の感光体表
面は、クリーニング手段（１０７）によりクリーニングされ、さらに除電手段（図示せず
）により除電されて、再び以上の操作を繰り返すものである。
【実施例】
【００７５】
　以下、本発明について実施例を挙げて説明するが、本発明が実施例により制約を受ける
ものではない。なお、部はすべて重量部である。
　最初に、電荷発生物質（チタニルフタロシアニン結晶）の合成例について記載する。
【００７６】
（チタニルフタロシアニン結晶の合成）
　はじめに、本発明に用いたチタニルフタロシアニン結晶の合成方法について述べる。合
成は、特開２００４－８３８５９号公報に準じた。即ち、１、３－ジイミノイソインドリ
ン２９２部とスルホラン１８００部を混合し、窒素気流下でチタニウムテトラブトキシド
２０４部を滴下する。滴下終了後、徐々に１８０℃まで昇温し、反応温度を１７０℃～１
８０℃の間に保ちながら５時間撹拌して反応を行った。反応終了後、放冷した後、析出物
を濾過し、クロロホルムで粉体が青色になるまで洗浄し、次にメタノールで数回洗浄し、
更に８０℃の熱水で数回洗浄した後乾燥し、粗チタニルフタロシアニンを得た。粗チタニ
ルフタロシアニンを２０倍量の濃硫酸に溶解し、１００倍量の氷水に撹拌しながら滴下し
、析出した結晶を濾過し、次いで、洗浄液が中性になるまでイオン交換水（ｐＨ：７．０
、比伝導度：１．０μＳ／ｃｍ）により水洗いを繰り返し（洗浄後のイオン交換水のｐＨ
値は６．８、比伝導度は２．６μＳ／ｃｍであった）、チタニルフタロシアニン顔料のウ
ェットケーキ（水ペースト）を得た。
【００７７】
　得られたこのウェットケーキ（水ペースト）４０部をテトラヒドロフラン２００部に投
入し、室温下でホモミキサー（ケニス、ＭＡＲＫIIｆモデル）により強烈に撹拌（２００
０ｒｐｍ）し、ペーストの濃紺色の色が淡い青色に変化したら（撹拌開始後２０分）、撹
拌を停止し、直ちに減圧濾過を行った。濾過装置上で得られた結晶をテトラヒドロフラン
で洗浄し、顔料のウェットケーキを得た。これを減圧下（５ｍｍＨｇ）、７０℃で２日間
乾燥して、チタニルフタロシアニン結晶８．５部を得た。前記ウェットケーキの固形分濃
度は、１５質量％であった。結晶変換溶媒は、前記ウェットケーキに対する質量比で３３
倍の量を用いた。なお、合成の原材料には、ハロゲン含有化合物を使用していない。得ら
れたチタニルフタロシアニン粉末を、下記の条件によりＸ線回折スペクトル測定したとこ
ろ、ＣｕＫα線（波長１．５４２Å）に対するブラッグ角２θが２７．２±０．２°に最
大ピークと最低角７．３±０．２°にピークを有し、更に９．４±０．２°、９．６±０
．２°、２４．０±０．２°に主要なピークを有し、かつ７．３°のピークと９．４°の
ピークの間にピークを有さず、更に２６．３°にピークを有さないチタニルフタロシアニ
ン粉末を得られた。その結果を図３に示す。
【００７８】
＜Ｘ線回折スペクトル測定条件＞
Ｘ線管球：Ｃｕ
電圧：５０ｋＶ
電流：３０ｍＡ
走査速度：２°／分
走査範囲：３°～４０°
時定数：２秒
【００７９】
〔実施例１〕
　Ａｌ製支持体（外径６０ｍｍφ）に、下記の下引き層塗工液を用いて、１３０℃で２０
分乾燥後の膜厚が３．５μｍになるように浸漬法で塗工し、下引き層を形成した。
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〈下引き層塗工液〉
　二酸化チタン粉末（石原産業社製、タイベークＣＲ－ＥＬ）：　　　　４００部
　メラミン樹脂（ＤＩＣ社製、スーパーベッカミンＧ８２１－６０）：　　６５部
　アルキッド樹脂（ＤＩＣ社製、ベッコライトＭ６４０１－５０）：　　１２０部
　２－ブタノン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４００部
【００８０】
　上記形成した下引き層上に、下記電荷発生層塗工液を用いて浸漬塗工し、９０℃で２０
分加熱乾燥させ、膜厚０．２μｍの電荷発生層を形成した。
〈電荷発生層塗工液〉
　チタニルフタロシアニン：　　　　　　　　　　　　　　　　　８部
　ポリビニルブチラール（積水化学工業社製、ＢＸ－１）：　　　５部
　２－ブタノン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４００部
【００８１】
　この電荷発生層上に、下記構造の電荷輸送物質を含有する電荷輸送層用塗工液を用いて
浸積塗工し、１２０℃で２０分加熱乾燥させ、膜厚２３μｍの電荷輸送層を形成した。 
〈電荷輸送層用塗工液〉
　Ｚ型ポリカーボネート（帝人化成社製、ＴＳ－２０５０）：　　１０部
　下記構造の電荷輸送物質：　　　　　　　　　　　　　　　　　　９部
【化６】

　テロラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００８２】
　この電荷輸送層上に下記構成の架橋表面層塗工液を用いて、スプレー塗工し、メタルハ
ライドランプ、照射強度：５００ｍＷ／ｃｍ２、照射時間：１６０秒の条件で光照射を行
ない、更に１３０℃で３０分乾燥を加え４．０μｍの架橋表面層を設け、本発明の電子写
真感光体を得た。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　前記Ｎｏ．２の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００８３】
〔実施例２〕
　実施例１において、Ｎｏ．２の化合物１０部の代わりに前記Ｎｏ．３の化合物１０部を
用いた以外は実施例１と同様にして、本発明の電子写真感光体を得た。
【００８４】
〔実施例３〕
　実施例１において、Ｎｏ．２の化合物１０部の代わりに前記Ｎｏ．５の化合物１０部を
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用いた以外は実施例１と同様にして、本発明の電子写真感光体を得た。
【００８５】
〔実施例４〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、本発明の感光体を
作製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　前記Ｎｏ．２の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　アルミナ微粒子（住友化学社製、ＡＡ０２）：　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００８６】
〔実施例５〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、本発明の感光体を
作製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　前記Ｎｏ．８の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　アルミナ微粒子（住友化学社製、ＡＡ０２）：　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００８７】
〔実施例６〕
　実施例１において、Ｎｏ．２の化合物１０部の代わりに前記Ｎｏ．１０の化合物１０部
を用いた以外は実施例１と同様にして、本発明の電子写真感光体を得た。
【００８８】
〔実施例７〕
　実施例１において、Ｎｏ．２の化合物１０部の代わりに前記Ｎｏ．１２の化合物１０部
を用いた以外は実施例１と同様にして、本発明の電子写真感光体を得た。
【００８９】
〔実施例８〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、本発明の感光体を
作製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　前記Ｎｏ．１０の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　アルミナ微粒子（住友化学社製、ＡＡ０２）：　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００９０】
〔実施例９〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、本発明の感光体を
作製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　前記Ｎｏ．１３の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
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　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　アルミナ微粒子（住友化学社製、ＡＡ０２）：　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００９１】
〔実施例１０〕
　実施例１において、Ｎｏ．２の化合物１０部の代わりに前記Ｎｏ．１６の化合物１０部
を用いた以外は実施例１と同様にして、本発明の電子写真感光体を得た。
【００９２】
〔実施例１１〕
　実施例１において、Ｎｏ．２の化合物１０部の代わりに前記Ｎｏ．１７の化合物１０部
を用いた以外は実施例１と同様にして、本発明の電子写真感光体を得た。
【００９３】
〔比較例１〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、比較の感光体を作
製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　下記構造の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
【化７】

　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００９４】
〔比較例２〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、比較の感光体を作
製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　下記構造の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
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【化８】

　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００９５】
〔比較例３〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、比較の感光体を作
製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　下記構造の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部

【化９】

　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　アルミナ微粒子（住友化学社製、ＡＡ０２）：　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００９６】
〔比較例４〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、比較の感光体を作
製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　下記構造の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
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【化１０】

　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　アルミナ微粒子（住友化学社製、ＡＡ０２）：　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００９７】
〔比較例５〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、比較の感光体を作
製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　下記構造の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部

【化１１】

　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００９８】
〔比較例６〕
　架橋表面層塗工液を以下の組成とした以外は実施例1と同様にして、比較の感光体を作
製した。
〈架橋表面層塗工液〉
　ラジカル重合性モノマー（トリメチロールプロパンアクリレート）
　　（日本化薬社製、ＫＡＹＡＲＡＤ ＴＭＰＴＡ）：　　　　　　　　　　　　 １０部
　下記構造の化合物：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
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【化１２】

　光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）：１部
　アルミナ微粒子（住友化学社製、ＡＡ０２）：　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　テトラヒドロフラン：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
【００９９】
〔評価〕
　実施例及び比較例で作製された感光体の評価を行った。
　実施例１～１１及び比較例１～６の感光体を装着したプロセスカートリッジを、タンデ
ム方式のフルカラーデジタル複写機ｉｍａｇｉｏ ＭＰＣ７５００（リコー社製）の改造
機に搭載して、書き込み率５％チャート（Ａ４全面に対して、画像面積として５％相当の
文字が平均的に書かれている）を用い通算２０万枚印刷する耐刷試験をおこなった。その
際、初期及び耐刷試験後の露光部電位（ＶＬ）、Ｊｏｂ内変動、画像品質及び摩耗量につ
いて評価を行った。
　Ｊｏｂ内変動の評価は、最初に表面電位計を用いて感光体の露光部電位（VL）を測定し
、続けて５０枚連続印刷を１ Ｊｏｂとして、それを１０回繰り返した後再度露光部電位
を測定し、〈繰り返し印刷後のＶＬ〉－〈最初のＶＬ〉をＪｏｂ内変動として評価した。
また、計測値のほか、そのプロセスで使用する上で補正可能な範囲か否かについての判定
結果を示す。
【０１００】
・Ｊｏｂ内変動の判定基準
　　◎：問題ないレベル
　　○：若干変化が認められるが、補正できる範囲で問題にならないレベル
　　△：変化が明らかに認められ、若干許容範囲を超えたレベル
　　×：変化が大きく、問題視されるレベル
【０１０１】
　摩耗量の評価は、感光体上の２０点の膜厚を渦電流式膜厚計（Ｆｉｓｈｅｒ ｓｃｏｐ
ｅＭＭＳ）で測定し、初期からの膜厚減少量を求めた。
【０１０２】
　評価結果を表1に示す。
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【表１】

【０１０３】
　評価結果から、実施例１～１５の感光体は、２０万枚印刷後も感光体特性が安定してお
り、露光部電位（ＶＬ）上昇やＪｏｂ内変動が抑制され、画像品質も良好であることがわ
かる。
　一方、比較例１～４の感光体は、２０万枚印刷後には画像ボケが発生する等画像品質が
低下し、またＪｏｂ内変動も大きくなってしまう。比較例５、６の感光体は２０万枚印刷
後も良好な画像が得られるが、Ｊｏｂ内変動を抑えることはできず、同一画像を連続出力
するような場合には画像濃度や色味の変化が生じてしまう。
【符号の説明】
【０１０４】
　　１　感光体
　　２　除電ランプ
　　３　帯電チャージャ
　　５　画像露光部
　　６　現像ユニット
　　７　転写前チャージャ
　　８　レジストローラ
　　９　転写体
　１０　転写チャージャ
　１１　分離チャージャ
　１２　分離爪
　１３　クリーニング前チャージャ
　１４　ファーブラシ
　１５　クリーニングブレード
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　３１　導電性支持体
　３３　感光層
　３５　電荷発生層
　３７　電荷輸送層
　３９　架橋表面層
１０１　感光体
１０２　帯電手段
１０３　露光手段
１０４　現像手段
１０５　転写体
１０６　転写手段
１０７　クリーニング手段
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１０５】
【特許文献１】特開２００６－１５４７９６号公報
【特許文献２】特開２００７－１７８８１３号公報
【特許文献３】特開平０９－２３６９３８号公報
【特許文献４】特開２００３－０４３７０６号公報
【特許文献５】特開２００６－１３８９５６号公報
【特許文献６】特開２００５－０６２３０２号公報

【図１】

【図２】

【図３】
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